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はじめに 

 

 中央市は平成１８年２月の市政施行から１２年が経過しまし 

た。本市は甲府盆地の南西に位置し、釜無川と笛吹川により形成 

された扇状地と御坂山系からなる地域との二つの地理的特性を持 

っています。 

水道事業を取り巻く環境は厳しさを増しており、人口減少 

や節水思考の進展により給水収益が減少する中、多くの水道 

施設が更新時期を迎えようとしています。また、近年多発す 

る大規模地震や異常気象に伴う洪水の発生など、水道事業の 

安定運営を脅かす事象には枚挙にいとまがありません。さらには、テロ等のリスクへの対応、環境

への配慮、技術継承など様々な課題に取り組んでいく必要があります。 

 中央市ではこれまで、平成２０年３月に策定した「中央市上水道事業水道ビジョン」及び「中央

市簡易水道事業水道ビジョン」を基に、水源水質の保全、水道施設の耐震化、維持管理の継続や効

率的な経営の確立など、様々な取り組みを進めてきました。今回の「中央市新水道ビジョン」は上

水道事業と簡易水道事業を別々に策定するのではなく、中央市で運営する２つの水道事業を総合し、

策定しました。平成３９年度（２０２７年度）を目標とする新たな計画として、「強靭」「持続」「安

全」を合わせ持つ水道事業を創っていきます。 

 中央市の水は、ミネラル分が豊富なおいしい水です。これは、豊かな自然に育まれた地域に浸透

した地下水を取水しており、水源保全の環境に恵まれていることが大きな理由です。このような清

浄で豊富な水を市民のみなさまにお届けし、生活を支え続けることを使命として、緊張感と情熱を

もって取り組んでいきます。計画の実現に向けては、市民・企業・行政がそれぞれの役割と責任を

認識し、水道の理念や目標を共有しながら、相互の適切な役割分担と協働により進めてまいりたい

と考えております。 

 結びに、本計画の策定にあたり、貴重なご意見やご提案をいただきました市民の皆様をはじめ、

ご尽力いただいた水道審議会委員の皆様など、関係者の方々に対しまして、心から感謝を申し上げ

ます。 

 

 

平成３０年３月 

中央市長  田中 久雄   
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第１章 中央市新水道ビジョンの策定 

 

１ 計画策定の趣旨 

 中央市は、平成１８年２月２０日に旧田富町、玉穂町、豊富村の２町１村が新設合併し現在に至って

います。また、中央市の水道は、田富地区は中央市上水道事業（以下、上水道事業）、玉穂地区は甲府市

上水道事業、豊富地区は中央市簡易水道事業（以下、簡易水道事業）となっており、３つの地区で水道

事業体がそれぞれ違っています。その中でも上水道事業と簡易水道事業は、中央市水道課にて運営して

います。 

 本市の水道事業は、「中央市長期総合計画」での基本方針である「信頼性のある水道事業の確立」を継

続・向上させるため、平成２０年度から平成２９年度までの１０年間における水道事業経営の基本方針・

具体的な事業計画である「中央市水道ビジョン」を策定しました。 

 人口減少社会の到来や大規模地震の自然災害発生に伴う危機管理対策、エネルギー政策の見直しなど、

水道を取り巻く社会情勢が大きく変化したことを受け、平成２８年度に「中央市上水道事業経営戦略」

を策定しました。また、平成２５年３月に厚生労働省が策定・公表した「新水道ビジョン」で掲げられ

ている、これからの５０年、１００年後の将来を見据えた水道事業の理想像とその具体化のため、当面

この先に取り組むべき事項、方策に対応するため、計画目標年度を平成３０年度から平成３９年度（２

０２７年度）として、新たに「中央市新水道ビジョン」を策定することとしました。 

 

図１－１ 厚生労働省が掲げる水道の理想像 

※厚生労働省新水道ビジョンより抜粋 
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２ 計画の期間 

 中央市水道ビジョンは平成２０年度から平成２９年度までを目標年度とする１０箇年の計画としてい

ましたが、中央市新水道ビジョンにおいても同様に、平成３０年度から平成３９年度（２０２７年度）

までの１０箇年の計画としました。 

 

表１－１ 計画期間 

開始年度 目標年度 計画期間 

平成３０年度 
平成３９年度 

（２０２７年度） 
１０年間 

 

表１－２ 策定実績 

策   定 時   期 

中央市水道ビジョン（上水道） 策定 平成２１年 ３月 

中央市水道ビジョン（簡易水道） 策定 平成２１年 ３月 

中央市経営戦略（上水道） 策定 平成２８年１１月 

中央市新水道ビジョン 策定 平成３０年 ３月 

 

３ 中央市新水道ビジョンの位置づけ 

 「中央市新水道ビジョン」は、本市の大きな方向性や重点分野を示す「中央市長期総合計画」の「水

道」についての基本的な方向性に沿った個別計画として位置づけるとともに、厚生労働省が平成２５年

度に策定した「新水道ビジョン」で掲げられた「安全」、「持続」、「強靭」の政策課題を中央市水道事業

において、目指すべき方向性と実現のための方策を示すものです。また、今まで別々に策定していた上

水道事業と簡易水道事業の水道ビジョンを統合しました。これは、より効率的な事業運営とより強靭な

災害対策を計画していくためです。 

 

図１－２ 中央市新水道ビジョンの位置づけ 
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第２章 水道事業の概要 

 

１ 中央市の概要 

中央市は、甲府盆地の南西側に位置し、釜無川により形成された沖積平野の地域と御坂山系からなる

地域との２つの地理的特性を持っており、両地域は笛吹川によって隔たれています。平坦部は田富、玉

穂の２地区が笛吹川と釜無川に挟まれた形で位置しており、豊富地区は山間部に広がる地域となってい

ます。  

 

図２－１ 中央市給水区域図 
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２ 水道事業の沿革 

（１）上水道事業の沿革 

 上水道事業は、昭和４０年代に鍛冶新居簡易水道事業と田富町広域簡易水道事業が創設され、昭和５

５年に創設した田富町上水道事業と事業統合し、昭和６３年１月に田富町上水道事業となり、２回に渡

る拡張事業を経て現在に至っています。 

 水源は深井戸を使用しており、良質な水を豊富に得ることができる環境ですが、その分地下水位も高

く地盤も砂地が多いことから、災害対策が急務となっています。 

 

表２－１ 上水道事業の経緯 

名称 認可年 目標年次 計画給水人口 計画１日最大給水量 

鍛冶新居簡易水道事業（創設） 昭和４７年 ― ３３５人 ５０㎥ 

田富町広域簡易水道事業（創設） 昭和４８年 ― ７，５００人 １，６４５㎥ 

田富町広域簡易水道事業（統合） 昭和５９年 ― ７，８３５人 ２，１８３㎥ 

田富町上水道事業（創設） 昭和５５年 ― ６，８００人 ２，４４８㎥ 

田富町上水道事業（統合） 

第１次拡張事業 
昭和６３年 平成９年 １９，８００人 １０，１００㎥ 

第２次拡張事業 平成１３年 平成２７年 ２３，５００人 １１，２００㎥ 

中央市上水道事業（創設） 平成１８年 ― ２３，５００人 １１，２００㎥ 

 

 

表２－２ 上水道事業の経営概略 
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（２）簡易水道事業の沿革 

 簡易水道事業は、昭和４４年に創設され、以降５回に渡る拡張事業（施設整備事業）を経て現在に至

っています。 

 本事業は、創設以来、給水量の増加に合わせて順次水源開発を進めてきた経緯があり、水源確保が本

事業の最大の課題でありました。しかし、開発された第６，７，９水源（３井）の取水能力に恵まれた

ことと、平成１７年度に広瀬ダム水（畑かん余剰水）の水利権を得たことで、水源確保については一定

の目途が立ったところでありました。しかしながら近年は、既存井戸の取水能力の低下と食品工業団地

の使用水量の増加等により、新たな水の確保を行わなくてはならなくなってきました。 

 

表２－３ 簡易水道事業の経緯 

名称 認可年 目標年次 計画給水人口 計画１日最大給水量 

豊富村簡易水道事業（創設） 昭和４４年 ― ４，０００人 ６３０㎥ 

第１次拡張事業 昭和５１年 昭和５５年 ４，０００人 ８３０㎥ 

第２次拡張事業 昭和５３年 昭和６０年 ４，０００人 １，０３０㎥ 

第３次拡張事業 昭和６１年 平成８年 ４，０００人 １，２１４㎥ 

第４次拡張事業 平成４年 平成１２年 ５，０００人 ２，７８５㎥ 

第５次拡張事業 平成１６年 平成２７年 ４，４００人 ４，４００㎥ 

中央市簡易水道事業（創設） 平成１８年 ― ４，４００人 ４，４００㎥ 

 

 

表２－４ 簡易水道事業の経営概略 
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３ 上水道事業の状況 

（１）給水区域及び施設位置 

 上水道事業における給水区域及び水源や配水場等の施設位置図を図２－２に示します。給水区域は北

西地域のリバーサイド系統、北側の鍛冶新居系統、北東から南東地域の布施系統、南地域の今福系統の

４系統に分けられており、平地であるため各配水場からポンプ圧送にて配水しています。 

全ての水源は８０～１００ｍの深井戸を使用しており、全部で８箇所あります。既認可取水量の合計

は、予備水源を除くと１０，１００㎥であり、直近の実績１日最大給水量（６，８９４㎥／日・Ｈ２７

年度）を上回る水源水量が確保されています。 

 

図２－２ 上水道事業給水区域及び施設位置図 
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（２）水道施設の概要 

 上水道事業の施設フロー、施設の状況を示します。 

①施設フロー 

 

図２－３ 水道施設フロー図（上水道事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【布施配水場】              【鍛冶新居配水場】 

 

 

 

 

 

 

 

【リバーサイド配水場】             【今福配水場】 
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②水道施設状況 

表２－５ 上水道事業水道施設諸元 
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（３）給水人口及び水需要の状況 

 給水人口は、少子化傾向、また給水区域外への人口の流出などもあり、相対的に減少が続いています。

一方、給水戸数は、核家族化が進み、子世帯の親世帯からの独立による住居新築や集合住宅の建築転居

等により、増加している状況です。 

給水戸数の増加により年間調定件数は増加傾向にあるものの、年間有収水量は平成１８年度をピーク

に減少に転じ、直近５箇年においても約１０％程度減少し、平成２８年度は年間配水量２，１８０千㎥

に対し、年間有収水量は１，８１４千㎥となっています。 

 この水需要の減少傾向の要因は、市民の節水意識の高まりや節水器具の普及等が考えられ、国立社会

保障人口問題研究所による推計では、少子高齢化の影響により人口が徐々に減少する推計となっており、

給水人口も減少すると推計されていることから、今後も減少傾向が続くものと見込んでいます。 

 

図２－４ 給水人口の実績値及び推計値（田富地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

出展：国勢調査及び住基人口（各年１０月） 

２０１５年以降については、国立社会保障・人口問題研究所による推計 

 

（４）経営の状況 

 現在の上水道事業における水道普及率は１００％であるため、市民皆水道が実現され、いわゆる成熟

期を迎えていると考えられます。しかしながら、水需要の状況としては、前述のとおり給水人口の減少、

節水型ライフスタイルの定着など、全国的に需要構造に大きな変化が現れ、有収水量の減少として表れ

ています。 

 上水道事業では、人員配置を最小限に抑えるとともに、他事業との同一現場の同時施工など、積極的

なコストダウンを進めています。また、水道料金滞納者へ給水停止の実施など、収納率の向上に努め、

経営の効率化を図っています。 

 配水管の更新や直近で更新した布施配水場の建設費用などは全て企業債に頼っており、企業債償還額
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が大きくなるにつれて、収益性が大幅に悪化する見込みとなっています。今後においても施設の老朽化

に伴う維持管理費の増加や耐震化等に伴う管路更新に係る支出の増加が見込まれることから、安定的な

経営を行うための手段が必要となっています。 

 

４ 簡易水道事業の状況 

（１）給水区域及び施設位置 

簡易水道事業における給水区域及び水源や配水場等の施設位置図を図２－５に示します。給水区域は

南から北地域の第２・第４系統、中南地域の第１系統、西地域の第３系統に分けられており、山間部で

あるため各配水場から自然流下にて配水しています。 

全ての水源は８０～１３０ｍの深井戸を使用しており、全部で１０箇所ありますが、渇水等の影響も

あり、現在８箇所の深井戸にて取水しています。既認可取水量の合計は、４，２６０㎥であり、直近の

実績１日最大給水量（４，３２４㎥／日・平成２５年度）よりも少ない水量となっています。このこと

から安定した給水を継続的に行うには、既に取得している広瀬ダム水（畑かん余剰水）を利用するため

の水利権の活用が望まれます。 

 

図２－５ 簡易水道事業給水区域及び施設位置図 
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（２）水道施設の概要 

 簡易水道事業の施設フロー、施設の状況を示します。 

 

①施設フロー 

図２－６ 水道施設フロー図（簡易水道事業） 
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         【第１配水池】               【第２配水池】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第３配水池】               【第４配水池】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        【第１ポンプ場】               【第３ポンプ場】 
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②水道施設状況 

 

表２－６ 簡易水道事業水道施設諸元 
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（３）給水人口及び水需要の状況 

給水人口は、田富地区と同様に、少子化傾向、また給水区域外への人口の流出などもあり、相対的に

減少が続いています。一方、給水戸数は、核家族化が進み、子世帯の親世帯からの独立による住居新築

により、微増傾向にあります。 

給水戸数の増加により年間調定件数は増加傾向にあるものの、年間有収水量は平成１７年度の９０９

千㎥をピークにほぼ横ばいでしたが、大手食品企業が自社井戸を掘削し使用を開始したため、配水量は

大幅に減少し、平成２８年度は年間配水量１，００３千㎥に対し、年間有収水量は７１７千㎥となって

います。 

 この水需要の減少傾向の要因は、市民の節水意識の高まりや節水器具の普及等が考えられ、国立社会

保障人口問題研究所による推計では、少子高齢化の影響により人口が徐々に減少する推計となっており、

給水人口も減少すると推計されていることから、今後も減少傾向が続くものと見込んでいます。 

 

図２－７ 給水人口の実績値及び推計値（豊富地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出展：国勢調査及び住基人口（各年１０月） 

２０１５年以降については、国立社会保障・人口問題研究所による推計 

 

 

（４）経営の状況 

現在の簡易水道事業における水道普及率は上水道事業と同様に１００％であるため、市民皆水道が実

現され、いわゆる成熟期を迎えていると考えられます。しかしながら、需要の状況としては、前述のと

おり給水人口の減少、節水型ライフスタイルの定着などとともに、大手食品企業の水需要減があったた

め、需要構造に大きな変化が現れ、有収水量の減少として表れています。 

 簡易水道事業では、上水道事業と人員的な統合を図っており、人員配置を最小限に抑えるとともに、

積極的なコストダウンを進めています。また、水道料金滞納者にむけての給水停止の実施など、収納率
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の向上に努め、経営の効率化を図っています。 

 配水管の耐震化など、更新に必要な費用などは全て地方債に頼っており、償還額が大きくなるにつれ

て、収益性が大幅に悪化する見込みとなっています。また、一般会計からの繰入金もあるため、平成３

２年度（２０２０年度）に予定されている公営企業化に向けて、安定的な経営を行うための手段が必要

となっています。 
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第３章 水道事業の現況と課題 

 

１ 上水道事業の現況と課題 

（１）原水及び浄水部門 

①地下水汚染対策 

 上水道事業には、水道用水源として８箇所の深井戸があり（図２－２）、計画認可取水量は日量１１，

２００㎥となっており、水量及び水質が安定しています。 

 地下水源は、河川汚濁による影響が少ないため、河川の水質汚染事故等により表流水の取水が制限さ

れるような事態においても、有効に活用できる貴重なものであります。平成２３年の東日本大震災時の

原発事故の際も、放射性物質の影響は受けませんでした。 

 この貴重な水源を将来に渡り良好に維持するため、定期的な水質検査や周辺環境の監視保全に努めて

いく必要があります。 

  

 ②取水施設の強化 

 ８箇所の深井戸のうち、今福第２水源及びリバーサイド第２水源を除く６箇所の建屋はブロック積造

のため、耐震性を有していないので、ＲＣ造等の建屋に更新していく必要があります。 

水源からは取水ポンプを使用して深井戸から取水していますので、取水ポンプが故障すると水道事業

そのものが稼働しなくなってしまいます。急な故障を防ぐためにも、避雷器の設置やポンプの定期的な

更新の必要があります。 

 

【布施第１水源】               【布施第２水源】 
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【布施第３水源】              【鍛冶新居水源】   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【リバーサイド第１水源】          【リバーサイド第２水源】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今福第１水源・非常用発電機】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今福第２水源】 
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（２）配水及び給水部門 

①配水施設の効率化 

各配水場における水の配水には多大なエネルギーを必要とします。平成２８年度における配水動力費

は約１，８７５万円（税抜）であり、年間経常費用の約８．５％を占めています。布施配水場は平成２

８年度に施設の更新を行い、インバータ制御による配水システムを取り入れましたが、その他の３配水

場にはエネルギー効率の高い設備を積極的に導入していく必要があります。 

また、法改正により電力小売りが全面自由化され、大口使用者向けのサービスへの参入企業も増大す

るものと想定されるため、これらをうまく取り入れることにより配水施設の効率化にも大きな効果をも

たらすと期待しています。 

また、鍛冶新居配水場は圧力タンクによる配水のため、老朽化が進み、法定範囲内であるものの配水

圧力も低いため、お客様の満足が得られない場合があります。 

 

図３－１ 配水施設別電気料金比較（平成２８年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【インバータ制御配水ポンプ（布施配水場）】     【圧力タンク（鍛冶新居配水場）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②耐震化の推進 

 地震大国のわが国では、毎年のように大規模な地震が全国各地で頻発し、水道施設の被害により断減
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水などの影響が生じています。 

本市給水区域内には１１０ｋｍを超える配水管と約１ｋｍの導・送水管が布設されています。下表の

とおり、平成２８年度末時点での大規模地震（レベル２地震動）に対して耐震性能を有する管種・継手

の耐震管適合延長割合は、２５．４５％にとどまっています。基幹管路といわれる導・送水管の耐震管

適合延長割合は、７２．１８％となっています。 

本市では、埋設管には厚生労働省が耐震管として認定しているダクタイル鉄管ＧＸ形を主に採用して

います。外面耐食塗装による防食や離脱防止能力に優れており、管路の長寿命化対策としても有効的で

す。材質強度が劣る石綿セメント管については、平成２１年度では約０．２４ｋｍありましたが、平成

２２年度に行なわれた更新工事により、残存はありません。 

 

表３－１ 配水管別耐震管適合距離（平成２８年度末） 

 

 

 

 

 

表３－２ 基幹管路耐震管適合距離（平成２８年度末） 
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【ダクタイル鉄管ＧＸ形】 

 

 

 

 

 

 

※（社）日本ダクタイル協会ＨＰより 

 

 

                              配水管布設工事状況 

 

③老朽施設の更新 

 昭和５５年から運転しているリバーサイド配水場の老朽化が進んでおり、施設の耐震性もないことか

ら、安定した配水が難しい状態にあります。リバーサイド配水場の配水池は４８０㎥であり、水道施設

基準である１２時間分の配水量の確保もできていない状況です。また、機電設備も老朽化が進んでおり、

平時においても安定した配水が困難な場合もあります。 

 今後もリバーサイド地区へ安定した給水を行い、また鍛冶新居配水場を廃止し、配水効率を向上させ

るためにも、リバーサイド配水場を更新する必要があります。 

 

【リバーサイド配水場】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④貯水槽等の管理（簡易水道事業共通） 

 平成２５年４月より専用水道及び簡易専用水道に係る権限は、山梨県から中央市に移譲されました。

また、水道法の規制対象とならない小規模水道及び小規模受水槽水道の衛生対策に係る事務についても

本市が行うことになりました。 

 しかし、給水装置出口までの有圧の水の水質管理は水道事業者の責務ですが、貯水槽後の管理・検査

は水道需要者の責務となっていることから、現状の貯水槽の点検や清掃に不備が散見される状況に対し
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て、必要に応じて貯水槽の適切な管理について、指導をしていく必要があります。 

 １０㎥を超える貯水槽水道の設置者は、水道法により１年ごとに１回、指定検査機関による検査が義

務付けられていますが、特に法定検査義務のない１０㎥以下の小規模貯水槽水道についても点検の指導

を行い、安心して水道を使ってもらえるように広報等で周知していく必要があります。 

 

⑤鉛管更新の推進 

 給水管の使用材料としては、鉄・ステンレス・塩化ビニル・ポリエチレン等様々なものが使用されて

います。鉛管は、鋳鉄管・鋼管に比べ安価で柔らかく加工しやすいため、広く使われてきた経緯があり

ます。しかし、平成４年１２月、厚生省（現厚生労働省）は、生涯にわたる鉛の摂取量について、水質

基準を改正したことから、鉛管の使用はされなくなりました。 

 平成４年以前に建築された建物あるいは水道工事をされた場合は、鉛管給水管が使用されている可能

性があります。また、給水管は私的財産であるため、所有者自らの費用負担と責任で取替えることとな

っています。 

 

⑥水運用の確立（簡易水道事業共通） 

１)ハード面 

 上水道事業の給水区域は図２－２のように区分けされており、また、簡易水道事業においても給水区

域は図２－４のようになっていますが、各配水場からの配水は、管網上で連結されていますが、平時は

遮断されているため、各々の給水区域では独立した水運用がなされています。 

 事故や災害時には、被害を受けた給水区域をバックアップするため、仕切弁を開放し各給水区域を一

体的に水運用しなければならないことも想定されます。そのため、あらかじめシミュレーションに基づ

く効率的な水運用（バルブ規制等）の方策を構築しておく必要があるとともに、連結箇所の増設や管網

の整備も併せて検討していく必要があります。 

 

２)ソフト面 

 地図情報（マッピング）システムは、上水道事業及び簡易水道事業を合わせた約１５６ｋｍにおよぶ

大量の管路情報を電子化することにより、情報の一元管理や閲覧、情報活用において有効であり、管路

の維持管理や管路更新計画の策定においても大きな効力を発揮しています。しかし、管路情報の更新に

は専門性が必要であり、時間も要するため、データの随時更新は難しく、常時最新の情報が利用できる

環境にはなりにくいのが現状となっています。特に災害発生時等緊急時では、他事業体の職員も応援に

来る場合もあるので、正確な情報をいかに迅速に得られるかが重要であるため、管路情報の常時更新と

適切な管理は、必要不可欠と言えます。 

 施工業者の確保としては、平時及び非常時において、管路工事を適切に行うためにも中央市建設協力

会の全面的な協力が不可欠です。量（従業員数）はもちろんのこと、質（技術力）の確保も重要であり、

各業者においては技術の継承や新たな管種、工法等に対応できる職員の育成が求められます。 
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（３）災害対策部門 

 地震大国のわが国では、毎年のように大規模な地震が全国各地で発生し、水道施設の被害により断減

水などの影響が生じています。また、近年は日本全国で局地的な大雨による洪水や土砂災害が増えてき

ています。本市においても釜無川や笛吹川の氾濫も想定され、配水場への影響も懸念されています。 

 水道事業は、安定給水の確保を使命としており、災害や停電等による断水は給水制限を回避するため、

当水道事業では各施設に非常用発電機を設置し、災害等に起因する停電にも対応できるようにしてきま

した。また、中央市の人口にも対応できる数の給水袋や非常用給水タンクを確保するとともに、田富小

学校グラウンド内（図２－２参照）には６０㎥の飲料水兼用耐震性貯水槽の整備を行ないました。 

 

①応急出動・応援受入体制の強化 

平成２８年度末の耐震化率は２５．５８％程度であるため、大規模地震時には管路破損による断減水

も想定されます。そのような事故や災害時には被害を受けた給水区のバックアップを行いますが、本水

道事業体で補いきれない部分は、他水道事業体からの相互応援が必要になってきます。 

災害発生後の初期対応とその後の状況に応じた対応がスムーズに実行できるよう、危機管理マニュア

ルに基づく定期的な訓練の実施や、応急給水の場所、給水方法を本市危機管理課とあらかじめ設定して

おくとともに、他事業体からの応援受入体制も整えておく必要があります。 

 

【災害等に関する協定及び覚書】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②災害用備蓄品の整備（簡易水道事業共通） 

 災害時の応急給水を補完する役割も果たすペットボトル水や応急給水時の容器として配布する非常用

飲料水袋の確保と品質確保のため、継続して在庫・品質管理が必要です。 

 また、応急復旧用の資機材については、水道倉庫等に整備及び備蓄しておくとともに、中央市建設協

力会の各社が分担して備蓄しておく必要があります。 

 

●日本水道協会山梨県支部災害時相互応援に関する協定（平成２０年２月１日締結） 

地震、風水害、異常渇水等の水道災害に被災した市町村の給水能力を速やかに回復できるよ 

う、日本水道協会山梨県支部内で協定を締結。 

●災害時の機材緊急貸借に関する協定（平成２６年１１月１日締結） 

地震等による大規模災害時又は発生の恐れがある場合において、災害応急対策として、機材

の緊急貸借が適正かつ円滑に実施されるよう、信陽機材リース販売㈱と協定を締結。 

●甲府市と中央市における非常用連絡管の設置に関する覚書（平成２８年１０月３日締結） 

地震その他の災害等の非常時に、水を相互に融通し、給水の安定性の確保ができるよう、甲 

府市と覚書を締結。 



25 

 

【飲料水兼用耐震性貯水槽（６０㎥）】          【給水車（２㎥）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表３－３ 管理している備蓄品（平成２９年度末）     

 

 

 

 

 

 

 

【応急給水袋】               【ペットボトル水】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【応急給水器具】 

 

 

 

 

 

 

 

 

※メーカーＨＰより 
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③連絡管の整備 

平成２８年度末には、東花輪駅前にて給水区域       図３－２ 連絡管箇所 

と隣接する甲府市上水道事業の配水管を連結する      

ことにより、有事の際に水道水の融通を可能にし 

ました。しかしながら、１箇所のみの連絡管では 

大規模災害には対応が難しいため、更なる連絡管 

の事業推進が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④水道システムの強化（簡易水道事業共通） 

水源から蛇口まで水道水を供給する過程（水道システム）には、水道水の水質に危害を生じさせる要

因が多数潜んでいます。これらの危害要因の管理方法をあらかじめ定めておかなければ、水道水の安全

性が損なわれる場合があります。そのため、発生した事象に迅速かつ適切に対処して水道水の安全性を

確保するシステムである「水安全計画」を早期に策定し、危害の発生防止や危害によるリスクの除去・

軽減を図るための対策を講じ、より安全な水道水の供給を目指していく必要があります。 

 

（４）経営・料金部門 

１)人材育成・技術基盤の確保（簡易水道事業共通） 

 職員数の削減及び頻繁な人事異動により、本市水道事業職員の業務経験年数は比較的浅く、水道技術

（技術部門、会計部門を問わず）の継承が難しい状況となっています。今後、水道事業の核となる職員

の確保はもちろんですが、経験が浅い職員でも活躍できるよう、各部門の業務マニュアルの策定や外部

研修への参加を推進していく必要があります。 

 

２）お客様サービスの向上（簡易水道事業共通） 

①情報提供の促進 

 現在、お客様への主な情報提供の手段として、市の広報及びホームページを採用していますが、今後

は、定例のお知らせだけではなく、お客様の「知りたい情報」、「より良い情報提供方法」を常に探究し

実践していくことが必要です。 

 水道事業は、お客様からの料金収入で成り立っていることを踏まえ、顧客ニーズを的確に把握するた

め、情報の発信だけではなく、お客様との折衝を通じて、さらなる向上を目指していく必要があります。 
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表３－４ お客様窓口アンケート結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②お客様へのサービスの充実 

 今までにおいても、コンビニエンスストアにおける料金支払いや口座引落の再振替など、お客様への

サービスの向上に努めてまいりましたが、今後も本水道事業に対するお客様からのニーズを的確に捉え

ながら、お客様の視点に立った事業運営を進めていく必要があります。 

 

３）経営効率化と経営基盤強化 

①経営基盤の強化 

 本水道事業は、お客様からの水道料金により事業を運営する独立採算の企業として、常に経済性を図

り、効率的な経営を行う必要があります。これまで比較的低い水準の水道料金で運営を行なってきてい
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ますが、老朽化した施設の更新や緊急時対策には多額の費用がかかるため、水道料金の見直しによる資

金調達が必要になります。 

直近の料金改定は、平成２５年度に１６％、平成２９年度に更に１６％の改定を行なってきました。

給水人口の減少・節水型給水器具など水道事業経営にとってのマイナス要素が増加したため、給水量・

給水収益の減少が毎年続いており、また施設更新に伴う減価償却費が嵩み、適切に料金改定を行わなけ

れば収益的収支が赤字になる可能性もあります。 

 経営効率化の面では、有収率の向上が喫緊の課題となっています。有収率は、供給した給水量に対す

る料金徴収の対象となった水量の割合で、数値が大きいほど効率的な水道水の供給が出来ていることを

示します。平成２８年度は８３．２％であり、平成２７年度類似団体全国平均（給水人口１．５万人以

上３万人未満）の８１．３２％を上回っています。 

 給水量の減少に歯止めがかからない状況下で、有収率を向上、すなわち効率性を高めることは、無駄

な費用を抑制するという意味で重要な課題であるため、有収率９５％を目標とし漏水量の減少など積極

的な方策を検討する必要があります。 

 

表３－５ 有収率の推移 

 

 

 

 

②事務事業の効率化 

 給水収益の減少に対する費用の縮減策として、人件費の抑制は避けて通ることができない手法といえ

ます。人件費抑制は人員削減を意味するものですが、平成１８年度に合併し中央市になってからは最小

の人数で運営してきており、現在の職員数のさらなる削減には限界があるため、民間企業への第三者委

託等の検討が必要となります。 

 

表３－６ 職員人数の推移 

 

 

 

 

 

 

２ 簡易水道事業の現況と課題 

（１）原水及び浄水部門 

①地下水汚染対策 

 中央市簡易水道事業には、水道用水源として１０箇所の深井戸がありますが、渇水等により現在８箇

所の深井戸を使用しています（図２－４）。計画認可取水量は日量４，２６０㎥となっており、水質が安

定しています。 
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 地下水源は、河川汚濁による影響が少ないため、河川の水質汚染事故等により表流水の取水が制限さ

れるような事態においても、有効に活用できる貴重なものであります。平成２３年の東日本大震災時の

原発事故の際も、放射性物質の影響は受けませんでした。 

 この貴重な水源を将来に渡り良好に維持するため、定期的な水質検査や周辺環境の監視保全に努めて

いく必要があります。 

  

 ②取水施設の強化 

 ８箇所の深井戸の全ての建屋はブロック積造であり、耐震性を有していないため、鉄筋コンクリート

造等の建屋に更新していく必要があります。 

水源からは取水ポンプを使用して深井戸から取水していますので、取水ポンプが故障すると水道事業

そのものが稼働しなくなってしまいます。急な故障を防ぐためにも、避雷器の設置やポンプの定期的な

更新の必要があります。 

 

 ③広瀬ダム水利権の活用 

 簡易水道事業では平成１７年度に広瀬ダム水を使用できる水利権を購入しました。これは新たな宅地

開発による人口増や食品工業団地、各種施設整備による水量増加が見込まれたことや、既設水源（深井

戸）の取水量の低下が見られ、将来的に安定した水量確保が見込めない状況にあったことから、深井戸

に代わる新たな水源確保が必要となり、これを広瀬ダム水（畑かん余剰水）に求める計画としたもので

す。 

 広瀬ダム水を利用するためには、新たに膜ろ過装置を使用した浄水場や送水管等の建設が必要となり

ます。したがって、今後の水需要の動向を踏まえて、活用方法を判断する必要があります。 

 

表３－７ 新設予定浄水場の概要           図３－３ 浄水場予定地 
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【第１水源】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第３水源】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第４水源】 
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【第５水源】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第６水源】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第７水源】 
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【第８水源】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第９水源】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）配水及び給水部門 

①耐震化の推進 

簡易水道事業給水区域内には３９ｋｍを超える配水管と約５．１ｋｍの導・送水管が布設されていま

す。下表のとおり、平成２８年度末時点での大規模地震（レベル２地震動）に対して耐震性能を有する

管種・継手の耐震管適合延長割合は、１７．１８％にとどまっています。基幹管路といわれる導・送水

管の耐震管適合延長割合は、３６．４９％となっています。 

簡易水道事業においても上水道事業と同様に、埋設管には厚生労働省が耐震管として認定しているダ

クタイル鉄管ＧＸ形を主に採用しています。また、山間部等、運搬が困難な場合には、比較的計量な配

水用ポリエチレン管を採用しています。外面耐食塗装による防食や離脱防止能力に優れており、管路の

長寿命化対策としても有効的です。 

 

表３－８ 簡易水道事業 配水管別耐震管適合距離（平成２８年度末） 
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表３－９ 簡易水道事業 基幹管路耐震適合距離（平成２８年度末） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②石綿セメント管の更新の推進 

材質強度が劣る石綿セメント管については、災害対策や漏水防止の観点から、更新を推進しています。

簡易水道事業の給水区域内における残存距離は、合併時の平成１８年度には約９．３ｋｍありましたが、

平成２８年度末には３．０５ｋｍに減少していますが、未だ石綿管が残存されている状況にあり、早急

な更新工事が必要となっています。 

 

表３－１０ 石綿管の更新距離 
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図３－４ 残存石綿管箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③老朽化施設の対応 

簡易水道事業がある豊富地区は、高低差が激しいため、圧送ポンプではなく、自然流下方式を採用し

ています。 

第１配水池は豊富地区で一番標高が高い場所にある配水池ですが、昭和４２年に建設されているため、
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老朽化が激しく耐震性能も有しないため、早急な対応が必要になります。第１配水池は、周囲を民地で

囲まれているとともに、進入路もなく更新が難しい状態にあります。また、山間部にあるため、地震に

より老朽化した配水池が崩壊した場合、下流域の人家に影響が出る恐れがあります。 

 

④中央監視盤の更新 

 簡易水道事業内の施設運転状況は、テレメータ専用線を通じて、豊富庁舎内にある中央監視盤で確認

でき、故障警報についてもこの盤に通報されるようになっています。 

 しかしながら、監視盤の設置から２０年以上が経っていることと、合併により閉庁時は職員が監視盤

付近におらず、緊急時の対応が難しくなっているため、インターネット監視装置に更新するなど、対応

が必要です。 

 

【中央監視盤（豊富庁舎内）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）災害対策部門 

 水道事業は、安定給水の確保を使命としており、災害や停電等による断水は給水制限を回避するため、

当水道事業では１日の取水量が最も多い、第９源に対して非常用発電機を設置し、災害等に起因する停

電にも対応できるようにしてきました。また、給水袋や非常用給水タンクを確保するとともに、関原地

内の農村公園内には１００㎥の飲料水兼用耐震性貯水槽の整備を行なってきました。 

 

①応急出動・応援受入体制の強化 

平成２８年度末の耐震化率は１７．１８％程度であるため、大規模地震時には管路破損による断減水

も想定されます。そのような事故や災害時には被害を受けた給水区のバックアップを行いますが、本水

道事業体で補いきれない部分は、本市上水道事業や他水道事業体からの相互応援が必要になってきます。 

災害発生後の初期対応とその後の状況に応じた対応がスムーズに実行できるよう、危機管理マニュア

ルに基づく定期的な訓練の実施や、応急給水の場所、給水方法を本市上水道事業や本市危機管理課とあ

らかじめ設定しておくとともに、他事業体からの応援受入体制も整えておく必要があります。 
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②非常用発電機の導入 

 災害時においても安定して給水を行うためには、停電に対して対策を取らなくてはなりません。平成

２８年度末現在、第２配水系第９水源のみ非常用発電機を設置しているため、少なくも各配水系に１箇

所は非常用発電機を設けておく必要があります。 

 

【非常用発電機（第９水源）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③資機材倉庫の確保 

 災害時等の非常時に備えて、水道管を修理するための資機材を保管しておく必要があります。上水道

事業は単独で倉庫を持っており、その中に資機材を保管していますが、簡易水道事業では単独の倉庫は

なく、建設部局と共有の倉庫となっています。 

 修理に対して十分な資機材や応急給水用袋などを保管するためにも、簡易水道事業で資機材倉庫を建

設する必要があります。 

 

（４）経営・料金部門 

１）経営効率化と経営基盤強化 

①経営基盤の強化 

 本水道事業は、お客様からの水道料金により運営する事業として、常に経済性を図り、効率的な経営

を行う必要があります。これまで比較的低い水準の水道料金で運営を行なってきていますが、老朽化し

た施設の更新や緊急時対策には多額の費用がかかるため、水道料金の見直しによる資金調達が必要にな

ります。 

直近の料金改定は、平成２５年度に１０％、平成２９年度に更に５％程度の改定を行なってきました。

大口顧客の専用水道へ一部移行や給水人口の減少・節水型給水器具の普及など水道事業経営にとっての

マイナス要素が増加したため、給水量・給水収益の減少が毎年続いており、また施設更新に伴い、適切

に料金改定を行わなければ更なる一般会計への負担が大きくなってしまいます。 

 また、経営効率化の面では、有収率の向上が喫緊の課題となっています。有収率は、供給した給水量

に対する料金徴収の対象となった水量の割合で、数値が大きいほど効率的な水道水の供給が出来ている

ことを示します。平成２８年度は７１．４９％であり、平成２７年度類似団体全国平均（給水人口５千

人未満）７４．０９％を大きく下回っています。 

 給水量の減少に歯止めがかからない状況下で、有収率を向上、すなわち効率性を高めることは、無駄
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な費用を抑制するという意味で重要な課題であるため、有収率８０％を目標とし漏水量の減少など積極

的な方策を検討する必要があります。 

表３－１１ 有収率の推移 

 

 

 

 

②事務事業の効率化 

 給水収益の減少に対する費用の縮減策として、人件費の抑制を避けて通ることはできませんが、平成

１９年度からは上水道事業と同じ課になり、人員的に重複させることにより最小の人数で運営してきた

ため、現在の職員数のさらなる削減には限界があります。更なる人員抑制のためには、第三者委託等の

検討が必要となります。 

 

表３－１２ 簡易水道事業 職員人数の推移 
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第４章 施策目標を達成するための方策 

 

１ 上水道事業の課題実現のための方策 

（１）原水及び浄水部門 

①地下水汚染対策（安全）                             

 【課題】 

   田富地区の深井戸水源の水質はとても良質かつ自噴もしており豊富であるため、貴重な地下水源 

として将来に渡り良好に維持していく必要があります。 

 【具体的方策】 

   田富地区の良質な地下水源を将来にわたり良好に維持するため、水源地の環境整備として年２回 

以上の除草作業を実施し、定期的な巡視や不法投棄の防止に努めるとともに、水質管理のため、定 

期的な原水の水質検査や年２回の農薬検査を実施していきます。 

   また、今後は深井戸水源の内部清掃を定期的に行い、取水能力の維持に努めます。 

【水源地の巡視と水質検査等の実施】 

 

 

 

 

 

 

 ②取水施設の強化（強靭） 

【課題】 

   水源建屋がブロック構造のため、耐震性を有していないので、ＲＣ造等に更新していく必要があ 

ります。また、急なポンプの故障を防ぐための対策が必要です。 

 【具体的方策】 

   今福第２水源及びリバーサイド第２水源を除いた６箇所の水源はブロック造の建屋のため、計画 

を立てて更新を行なっていきます。具体的には、各水源における配水場の更新と同時に施工してい 

きます。 

   また、各水源の深井戸取水ポンプは、年１回の絶縁抵抗測定等の定期点検を実施し、異常を早期 

に発見、対応するとともに、８年周期で定期交換を実施していきます。 

 【取水施設の強化】 
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（２）配水及び給水部門 

①配水施設の効率化（持続）                        

 【課題】 

   年間経費の約８．５％を動力費が占めているため、エネルギー効率の高い設備を導入し、経費を 

削減する必要があります。また、法改正により電力小売りが自由化されたため、これらをうまく取 

り入れることにより、経費削減にむけて検討を行う必要があります。 

また、鍛冶新居配水場は圧力タンクを使用しており、老朽化が進み、法定範囲内であるものの配 

水圧力も低いため、お客様の満足が得られない場合があります。 

【具体的方策】 

   機械設備の技術は日進月歩で進化しているため、各配水場における配水ポンプの更新を行う際に 

は、より高効率のモーター及びポンプを導入していきます。また、最も費用が掛かっている高圧受 

電の契約を見直し、動力費の削減を進めます。 

   将来行われるリバーサイド配水場の更新時に、配水系統の見直しを行います。具体的には、現況 

の鍛冶新居配水区域を布施配水系とリバーサイド配水系の２系統で補い、鍛冶新居配水場を廃止す 

る方向で検討を行います。これらの給水区域にて、より効果的な給水が行えるよう水運用の方法を 

具体化します。 

【配水施設の効率化】 

 

 

 

 

 

 

②耐震化の推進（強靭）                             

 【課題】 

   近年、大規模地震が頻発していることから、管路についても耐震化の必要性が高まっていますが、 

本事業における平成２８年度末時点での耐震管適合延長割合は、２５．４５％にとどまっており、 

基幹管路については７２．１８％となっています。大規模地震に備えるため、老朽管の更新、管路 

耐震化を更に進めていく必要があります。 

【具体的方策】 

   管路更新にあたり、比較的小口径である経年ビニル管や鋼管は、重要給水拠点への管路、老朽度 

の高い管路などから優先度により路線を選定し、導・送水管等の基幹管路については、配水場の更 

新に伴い、順次計画的な更新を実施していきます。 

   更新延長は財政状況も考慮し、年間１．３ｋｍ以上を目指し、平成２８年度末の耐震化率２５． 

５８％を計画最終年度である平成３９年度（２０２７年度）には３９．０６％まで引き上げること 

を目標とします。更に平成４０年度（２０２８年度）に耐震化率４０％を目指します。 

   更新に際しては、すべて耐震管を採用しますが、管路の長寿命化を図るため、耐食性能を併せ持 

つ管種を積極的に採用します。 
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【管路の更新及び耐震化】 

 

 

 

 

 

 

 

表４－１ 耐震適合管路延長の推移 
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図４－１ 上水道事業管路更新箇所図 
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③老朽施設の更新（強靭） 

 【課題】 

   リバーサイド配水場の老朽化が進んでおり、安定した配水を行うことが困難になってきています。 

 【具体的方策】 

   災害時を考慮した配水容量や他配水場との取り合いなどを確認しながら、基本設計・詳細設計を 

行い、具体的な更新方法を決定していきます。更新費は世代間の公平性を保つため、企業債を活用 

します。 

 【リバーサイド配水場の更新】 

 

 

 

 

 

 

④貯水槽等の管理（安全） 

【課題】 

   貯水槽水道については、水道法の規制対象とならない小規模水道及び小規模受水槽水道の衛生対 

策問題が懸念されています。 

【具体的方策】 

   貯水槽水道の設置者への積極的な情報提供（広報、ホームページ等）により、適正な管理の重要 

性等を啓発するとともに、指導・助言等を行う体制を構築していきます。 

   また、小規模貯水槽水道の件数を減少させるため、直結・直圧式をできる条件について検討し、 

直結給水を推進していきます。 

【貯水槽水道に対する指導・助言・直圧給水の推進】 

 

 

 

 

 

表４－２ 上水道事業給水区域内貯水槽水道の数（Ｈ２８年度末現在） 

 

 

 

 

     表４－３ 簡易水道事業給水区域内貯水槽水道の数（Ｈ２８年度末現在） 
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⑤鉛管更新の推進（安全） 

【課題】 

   平成４年以前に建築された建物等に鉛管が使用されている場合があるので、連続的に摂取すると 

人体に影響が生じることから、鉛管の更新を推進する必要があります。 

【具体的方策】 

 給水管は私的財産であるため、所有者自らの費用負担と責任で取替えることとなっていますが、 

配水管の更新・耐震化に伴い、施工箇所に鉛管が使用されている場合は、第１止水までの鉛管の更 

新は実施していきます。 

 また、鉛管について積極的な情報提供（広報・ホームページ等）を行い、早期の鉛管残存距離ゼ 

ロを目指します。 

【鉛管情報の提供・更新の実施】 

 

 

 

 

 

 

⑥水運用の確立（強靭） 

【課題】 

   平時には各々の給水区域が独立した水運用がされているが、事故や災害時の被害を受けた給水区 

域をバックアップするために、効率的な水運用の方策を構築していく必要があります。 

   地図情報システムは、常時最新のデータにアップデートしておく必要があります。また、各水道 

業者においては、技術の継承や新たな管種、工法等に対応できる職員の育成が求められます。 

【具体的方策】 

   ①でも記載しましたが、鍛冶新居配水場を廃止するとともに、布施配水系、リバーサイド配水系 

にて、廃止する配水系を補うような水運用とします。また、今福配水系を加えた３配水系統にて、 

平時において効果的な水運用を確立させるとともに、災害時においても給水が継続できるような運 

用を確立させます。 

現在、地図情報システムのアップデートは毎年外部委託により行なっていますが、今後も常時最 

新の情報を効果的に活用できるようにします。 

量（従業員数）の確保を各工事業者に求めることは簡単ではないため、質（技術力）の確保とし 

て水道課が主体となり資材メーカーや団体と協力を行い、技術の維持・向上及び新たな工法に対応 

するための技能講習会を適宜開催し、配管工等技術者のレベル向上に努めていきます。 
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 【管網図の更新・講習会・鍛冶新居配水場の廃止】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【水道工事業者対象の配管講習会】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）災害対策部門 

①応急出動・応急受入体制の強化（安全）          

 【課題】 

   策定済みの「水道事業危機管理マニュアル」を常に実効性のあるものにしておくための方策が必 

要です。また、災害や事故の被害規模が大きく、他事業体から応急給水・応急復旧等の応援を受け 

る場合を想定し、あらかじめ受入準備を整えておく必要があります。 

【具体的方策】 

   現行の「水道事業危機管理マニュアル」を改訂し、その後は状況の変化に伴い適宜見直ししてい 

きます。また、実効性を高めるため、これまで通り定期的な訓練を実施していきます。 

   応援要請時に迅速かつ円滑な受入れ体制を確保するため、同マニュアルを見直し、準備を整えま 

す。また、地図情報システムを活用し、他事業体職員でも応援作業が効率的に行えるよう、データ 

を整えます。 

 【危機管理マニュアルの適宜見直し】 
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②災害用備蓄品の整備（安全）                 

 【課題】 

   災害時において応急給水活動の補助的役割も担うペットボトル水について、適切に活用できるよ 

うに必要数確保するなど、管理を適切にしておく必要があります。また、応急復旧用の資機材を整 

備及び備蓄しておく必要がります。 

【具体的方策】 

   ペットボトルを必要数確保するとともに、応急給水の際の配給容器として、非常用給水タンク、 

非常用飲料水袋などを必要数備蓄し、品質確保のため定期的な入替え等の管理を行います。 

   簡易水道事業とも調整しながら、応急復旧用の資機材を必要数備蓄します。また、民間企業が行 

っている「緊急資材共同備蓄システム」にも加入し、災害に備えます。 

 【応急資機材の備蓄・緊急資材共同備蓄システム加入】 

 

 

 

 

 

 

③連絡管の整備（安全）                      

 【課題】 

   平成２８年度末には、東花輪駅前にて甲府市上水道事業の配水管と災害時連絡管を連結すること 

により有事の際に水道水の融通を可能にしましたが、大規模災害を想定すると更なる連絡管事業の 

推進が必要です。 

【具体的方策】 

   本給水区域に隣接する甲府市上水道事業と、東花輪地区や布施地区など災害時連絡管の設置につ 

いて協議を進めていきます。必要水量や水圧等の協議のうえ、連絡管の建設を行います。 

 【連絡管の整備】 

 

 

 

 

 

 

④水道システムの強化（安全）                            

 【課題】 

   水源から給水栓に至るすべての段階において、包括的な危害評価と危害管理を行うことが、安全 

な飲料水を常時供給し続けるために有効であることから、ＷＨＯ（世界保健機関）飲料水水質ガイ 

ドラインでは、水安全計画の具体的な目的を 

   ①原水水質の汚染をできるだけ少なくすること 
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   ②浄水処理過程で汚染物質を低減・除去すること 

   ③配水、給水過程で水道水の汚染を防止すること 

  として策定を提唱しています。 

【具体的方策】 

   中央市水安全計画を平成３８年度（２０２６年度）までに策定し、水源から蛇口までの弱点等を 

分析し、管理方策を明確化することにより、水の安全性の向上を図ります。 

 【水安全計画の策定】 

 

 

 

 

 

（４）経営・料金部門 

①人材育成・技術基盤（持続） 

【課題】 

  本市を含む多くの水道事業では、職員の減少や人事異動により技術の継承や人材育成が困難な状況 

にあります。 

【具体的方策】 

   日本水道協会をはじめ外部機関で実施する研修会・セミナーへの積極的参加や、ＯＪＴ（職場内 

訓練）の実践とともに、今後は各部門において業務マニュアルを策定することにより「業務の見え 

る化」を図り、水道事業経験の浅い職員の事務系・技術系を問わず技術力の向上を目指していきま 

す。 

【人材育成と技術基盤の確保】 

 

 

 

 

 

 

②お客様サービスの向上（持続） 

【課題】 

   将来にわたり水道事業を持続していくためには、施設・管路の更新や料金体系の見直しが必要と 

 なるため、お客様へは水道事業の現状と課題、将来予測等をお伝えし、理解を得ていくことが必要 

 不可欠となっています。とくに今後検討が必要な水道料金改定などの情報については、改定の必要 

性や改定しない場合の問題点などわかりやすく説明していく必要があります。 

 また、お客様からの苦情等に対しては、引き続き迅速丁寧な対応に努めていきますが、苦情を再 

発防止や業務改善のヒントつなげる材料としていく必要があります。 
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【具体的方策】 

   広報や市のホームページを主たる媒体とし、内容によっては検針時に検針員によるチラシ配布な 

ど水道事業独自の手法も工夫して、お客様への積極的な情報提供を行っていきます。 

   お客様からいただく苦情等については、内容を分析評価のうえデータベース化し、職員で共有す 

ることにより、再発防止や業務改善へ反映させるため活用していきます。 

【情報提供の拡大とサービスの充実】 

 

 

 

 

 

 

③経営基盤の強化（持続） 

【課題】 

   合併して中央市になってからは、平成２５年度及び平成２９年度にそれぞれ約１６％の料金改定 

を行なってきました。しかしながら給水収益の減少傾向は今後も変わらないため、適切な利益の確 

保は難しい状況であり、たとえ黒字化していても、次の大規模施設更新に備えて、内部留保を確保 

する必要があります。 

   給水量の減少に歯止めがかからない状況下で、有収率を向上させることは、無駄な費用を抑制す 

るという意味で重要な課題となっています。 

【具体的方策】 

   企業債残高の増加もあるので、水道審議会においても示されているように、平成３３年度（２０ 

２１年度）においても更なる料金改定を検討していきます。 

【水道料金の見直し・改定の実施】 

 

 

 

 

 

 

 

 

④事務事業の効率化（持続） 

【課題】 

   給水収益の減少に対する費用の縮減対策として、人件費の削減を行う必要があります。 

【具体的方策】 

   現在の職員数のさらなる削減には限界があるため、民間企業への第三者委託等の検討が必要とな 

ります。 
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【第三者委託の検討】 

 

 

 

 

 

２ 簡易水道事業の課題実現のための方策 

（１）原水及び浄水部門 

①地下水汚染対策（安全）                             

 【課題】 

   豊富地区の深井戸水源の水質はとても良質であるため、貴重な地下水源として将来に渡り良好に 

維持していく必要があります。 

 【具体的方策】 

   豊富地区の良質な地下水源を将来にわたり良好に維持するため、水源地の環境整備として年２回 

以上の除草作業を実施し、山間部など除草作業が困難な場所には、防草シートを施します。定期的 

な巡視や不法投棄の防止に努めるとともに、水質管理のため、定期的な原水の水質検査を実施して 

いきます。 

   また、今後は深井戸水源の内部清掃を定期的に行い、取水能力の維持に努めます。 

【水源地の巡視と水質検査等の実施】 

 

 

 

 

 

 

 

 ②取水施設の強化（強靭） 

【課題】 

   水源建屋がブロック構造のため、耐震性を有していないので、ＲＣ造等に更新していく必要があ 

ります。また、急なポンプの故障を防ぐための対策が必要です。 

 【具体的方策】 

   豊富地区の８箇所の水源は全てブロック造の建屋のため、計画を立てて更新を行なっていきます。 

具体的には、各水源における配水池の更新と同時に施工していきます。 

   また、各水源の深井戸取水ポンプは、年１回の絶縁抵抗測定等の定期点検を実施し、異常を早期 

に発見、対応するとともに、８年周期で定期交換を実施していきます。 
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【取水施設の強化】 

 

 

 

 

 

 

③広瀬ダム水利権の活用（持続） 

 【課題】 

将来における渇水・災害対策として、既存水源に代わる安定した水量確保が必要です。平成１７ 

年度に購入した広瀬ダム水の水利権を利用するか、新たに深井戸を掘削するかを判断する必要があ 

ります。しかしながら、平成３７年度（２０２５年度）までに浄水場の建設を行わない際には水利 

権の更新ができなくなるので、留意が必要となっています。 

 【具体的方策】 

   食品工業団地等の大口顧客の将来に渡る需要等を適切に判断し、全体の水需要の推移を確認しま 

す。また、電気探査や過去の事例から豊富に取水できる深井戸水源を新たに掘削する施工方法とコ 

スト面で判断していきます。しかしながら、広瀬ダム水を原水とした浄水場を建設しなければ水利 

権の更新ができないため、的確な判断を行わなければなりません。 

 【広瀬ダム水利権の活用】 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）配水及び給水部門 

①耐震化の推進（強靭）                             

 【課題】 

   近年、大規模地震が多く発生していることから、管路についても耐震化の必要性が高まっていま 

すが、本事業における平成２８年度末時点での耐震管適合延長割合は１７．１８％であり、基幹管 

路については３６．４９％となっています。総管路延長に対する耐震管適合延長割合は、１７．１ 

８％となっています。大規模地震に備えるため、老朽管の更新、管路耐震化を更に進めていく必要 

があります。 

【具体的方策】 

   管路更新にあたり、比較的小口径である経年ビニル管や鋼管は、重要給水拠点への管路、老朽度 

の高い管路などから優先度により路線を選定し、導・送水管等の基幹管路については、配水池の更 
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新や水運用の変更に伴い、順次計画的な更新を実施していきます。また、石綿セメント管更新事業 

とも調整しながら推進していきます。 

   更新延長は財政状況も考慮し、年間０．４ｋｍ以上を目指し、平成２８年度末の耐震化率１７．

１８％を計画最終年度である平成３９年度（２０２７年度）には２６．８０％まで引き上げること

を目標とします。更に平成４０年度（２０２８年度）に耐震化率２７％を目指します。 

   更新に際しては、すべて耐震管を採用しますが、管路の長寿命化を図るため、耐食性能を併せ持 

つ管種を積極的に採用します。 

【管路の更新及び耐震化】 

 

 

 

 

 

 

表４－４ 簡易水道事業耐震適合管路延長の推移 

 

 

 

 

 

 

 

②石綿セメント管の更新の推進（強靭） 

【課題】 

材質強度が劣る石綿セメント管については、災害対策や漏水防止の観点から、更新を推進していま 

す。簡易水道事業の給水区域内における残存距離は、合併時の平成１８年度には約９．３ｋｍありま

したが、平成２８年度末には３．０５ｋｍに減少していますが、いまだ石綿管が残存されている状況

であり、早急な更新工事が必要となっています。 

【具体的方策】 

  石綿管残存路線において、漏水件数や路線重要度を判断し、耐震管へ布設替えを推進していきます。 

その場合には老朽化による更新事業や他事業工事とも調整を行い、二重投資にならないよう実施して

いきます。 

【石綿セメント管の更新】 
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図４－２ 簡易水道事業管路更新箇所図 
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③老朽化施設の対応（強靭） 

【課題】 

昭和４２年に建設された第１配水池の老朽化が激しく耐震性も有しないため、二次被害を防ぐた 

めにも早急な対応が必要になります。また、当該配水池は、周囲を民地で囲まれており進入路もな 

いため、更新が難しい状態にあります。 

【具体的方策】 

   本水道事業は、自然流下式で配水しているため配水池の標高により、給水の可否が決まります。 

第１配水池と第２配水池の標高はほぼ同じのため、第１配水系を第２配水系にその水系を補わせる

ことにより、老朽化した第１配水池を廃止していきます。その際には、第１配水池の水源である第

１水源及び第４水源を第２配水池に流入させなければなりませんので、導水管を建設し制御方法の

変更を行っていきます。 

【第１配水池の廃止】 

 

 

 

 

 

 

 

 

④中央監視盤の更新（持続） 

【課題】 

監視盤の設置から２０年以上が経ち、老朽化が進んでいるとともに、合併により閉庁時間帯は職 

員が監視盤付近におらず、緊急時の対応が難しくなっている。 

【具体的方策】 

   上水道事業では既に自家用サーバーを持ちインターネット監視システムを導入しています。財政 

的に厳しい簡易水道事業では、多額な予算を掛けることができませんので、上水道事業のサーバー 

を利用し、インターネット監視を導入していきます。各配水池や水源等にテレメータ局を設け、上

水道事業の布施配水場と専用ケーブルで接続することにより、システムを構築していきます。 

【中央監視盤の更新】 
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（３）災害対策部門 

①応急出動・応援受入れ体制の強化（安全） 

【課題】 

事故や災害時には被害を受けた給水区のバックアップを行いますが、本水道事業体で補いきれな 

い部分は、本市上水道事業や他水道事業体からの相互応援が必要になってきます。災害発生後の初

期対応とその後の状況に応じた対応がスムーズに実行できるよう、危機管理マニュアルに基づく定

期的な訓練の実施や、応急給水の場所、給水方法を本市上水道事業や本市危機管理課とあらかじめ

設定しておくとともに、他事業体からの応援受入体制も整えておく必要があります。 

【具体的方策】 

現行の「水道事業危機管理マニュアル」を改訂し、その後は状況の変化に伴い適宜見直ししてい 

きます。また、実効性を高めるため、これまで通り上水道事業とともに定期的な訓練を実施してい 

きます。 

   応援要請時に迅速かつ円滑な受入れ体制を確保するため、同マニュアルを見直し、準備を整えま 

す。また、地図情報システムを活用し、他事業体職員でも応援作業が効率的に行えるよう、データ 

を整えます。 

【危機管理マニュアルの適宜見直し】 

 

 

 

 

 

②非常用発電機の導入（安全） 

【課題】 

現在のところ、第２配水池の第９水源のみ非常用発電機が設置されています。少なくも各配水系 

に１箇所は非常用発電機を設け、安定した給水を行っていく必要があります。 

【具体的方策】 

第１配水系は廃止の方向で進むので、第３配水系の水源への設置を検討します。騒音や排気ガス

等の環境へ配慮した機種を選定していきます。  

【非常用発電機の設置】 

 

 

 

 

③資機材倉庫の確保 

【課題】 

災害時等の非常時に備えて、水道管を修理するための資機材揃え、保管しておく必要があります。 

上水道事業は単独で倉庫を持っており、その中に資機材を保管していますが、簡易水道事業では単

独の倉庫はなく、建設部局と共有の倉庫となっており、修理に対して十分な資機材や応急給水用袋    
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などを保管するためにも、簡易水道事業で資機材倉庫を建設する必要があります。 

【具体的方策】 

   簡易水道事業で使われている管種・管径における補修資機材を随時揃えていきます。上水道事業 

が確保している資機材とも調整を行いながら、購入していきます。 

  新浄水場の建設や新水源の建設等に合せて、既存深井戸水源を廃止した跡地等に新たに資材倉庫を

建設していきます。 

【資機材倉庫の確保】 

 

 

 

 

 

 

 

（４）経営・料金部門 

①経営基盤の強化（持続） 

【課題】 

本水道事業は、お客様からの水道料金により運営する事業として、常に経済性を図り、効率的な 

経営を行う必要があります。これまで比較的低い水準の水道料金で、一般会計から繰入金を行い、

事業運営を行なってきていますが、老朽化した施設の更新や緊急時対策には多額の費用がかかるた

め、水道料金の見直しによる資金調達が必要になります。 

   給水量の減少に歯止めがかからない状況下で、有収率を向上、すなわち効率性を高めることは、 

無駄な費用を抑制するという意味で重要な課題であるため、有収率８０％を目標とし漏水量の減少

など積極的な方策を検討する必要があります。 

【具体的方策】 

水道事業は基本的には独立採算により事業運営を行なわなければなりませんので、水道審議会に

おいても示されているように、平成３３年度（２０２１年度）においても更なる料金改定を検討し

ていきます。 

【水道料金の見直し・改定の実施】 
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②事務事業の効率化（持続） 

【課題】 

給水収益の減少に対する費用の縮減策として、人件費の抑制を避けて通ることはできませんが、 

平成１９年度からは上水道事業と同じ課になり、人員的に重複させることにより最小の人数で運営

してきたため、現在の職員数のさらなる削減には限界があります。更なる人員抑制のためには、第

三者委託等の検討が必要となります。 

【具体的方策】 

   同じく水道課を運営する上水道事業ともに、民間企業への第三者委託の検討を行います。 

【第三者委託の検討】 

 

 

 

 

 

図４－３ 水道法における第三者委託の概念 
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第５章 事業化計画 

 

１ 将来水需要予測 

（１）給水人口の予測 

 中央市水道事業の給水区域は、図２－１のとおりであり、上水道事業の田富地区、甲府市上水道事業

の玉穂地区、簡易水道事業の豊富地区に分かれています。 

 行政区域内の人口予測は、国立社会保障・人口問題研究所が算出した結果によると計画目標年度の平

成３９年度（２０２７年度）では、上水道事業（田富地区）が１５，９１７人、簡易水道事業（豊富地

区）が３，１４０人の見通しとなっています。 

 

図５－１ 給水人口算出フロー 

 

 

 

 

 

 

 

（２）給水普及率 

 給水普及率は、上水道事業及び簡易水道事業ともに既に１００％となっており、成熟期を迎えていま

す。 

 

（３）水需要予測 

 水需要は、上水道及び簡易水道事業ともに、給水人口の減少、節水型ライフスタイルの定着などによ

り減少傾向にあります。 

 

表５－１ 水需要の実績（上水道事業） 
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表５－２ 水需要の実績（簡易水道事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 水需要の見通しは、この実績値を基に図５－１に示すフローに従って算定します。 

 

①一日平均有収水量 

 有収水量は、給水人口予測、実績値を基に推計しますが、近年の実績動向と同様に減少する見通しで

す。 

 

②有収率 

 有収率は平成２８年度実績で、上水道事業は８３．２％、簡易水道事業は７１．５％となっており、

継続的な施策として漏水修理件数の多い老朽化した管路の更新に取り組んでいます。これにより有収率

の改善が見込まれることから、目標を上水道は９２％、簡易水道は８０％に設定します。 

 

③負荷率 

 負荷率は、近年１０箇年の実績において、上水道事業は最少８７．６％、最大９８．７％となってお

り、また簡易水道事業は最少６０．１％、最大９２．６％で、両事業ともに年度によってバラツキがあ

ります。これは気象条件が影響しているものと考えられますが、特に簡易水道事業では、最大需要先の

食品工業団地の稼働状況が大きく影響しているものと考えられます。近年、一日最大給水量の減少から

負荷率は上昇傾向にありますが、安全を考慮し、近年１０箇年の最小値を採用し、上水道事業は８７．

６％、簡易水道事業は６０．１％に設定します。 

 

※負荷率：一日最大給水量に対する一日平均給水量の割合（一日平均給水量／一日最大給水量×１００） 

 水道事業の施設効率を判断する指標の一つであり、数値が大きいほど効率的であるとされている。数

値が低い場合は、既設的な需要変動が大きいということであり、給水量が最大となる夏季の安定給水の

確保のため、施設効率が悪くなっていることを示しています。 

 

 

 



58 

 

図５－２ 水需要算定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５－３ 水需要の予測（上水道事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５－４ 水需要の予測（簡易水道事業） 
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２ 主要事業計画 

 事業計画を策定するにあたっては、上下する需要を平準化するとともに、更に将来へ負担を先送りす

ることなく実現可能な事業として適正に計画するものです。 

 本ビジョン計画期間(平成３０年度から平成３９年度（２０２７年度）)での主な事業計画（建設改良

費）を次に示します。 

 

表５－５ 事業計画一覧表（上水道事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５－６ 事業計画一覧表（簡易水道事業） 
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３ 財政収支予測 

 水需要予測、主要事業計画に基づき財政収支の予測を行います。予測にあたっての主要科目の算定基

準は、次の規定によるものとします。 

 

表５－７ 財政予測の算定基準（上水道事業） 
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表５－８ 財政予測の算定基準（簡易水道事業） 
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表５－９ 収益的収支予測結果 

     （上水道事業） 
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表５－１０ 資本的収支予測結果 

     （上水道事業） 
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表５－１１ 

収益的収支及び 

資本的収支予測結果 

 （簡易水道事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



65 

 

（１）上水道事業における財務予測 

①収益的収支の予測 

  上水道事業における収益的収支の予測結果は、表５－９に示すとおりです。これによると、平成２ 

９年度に行なわれた料金改定と平成３３年度（２０２１年度）に予定されている料金改定により、給 

水収益はほぼ横ばいであるものの、黒字を維持します。しかしながら、水道施設の老朽化や耐震化に 

伴い、更新費用が嵩みだすと、減価償却費や利子の増加により、収益が悪化することが予想されます。 

しかしながら、キャッシュフローにおいては、減価償却費等の増加により内部留保資金が確保される 

ため、現金は増えていきます。 

 ②資本的収支の予測 

  上水道事業における資本的収支の予測結果は、表５－１０に示すとおりです。資本的収支は、建設 

 改良費等の支出に対し、企業債や工事負担金等を充当し、不足分を補てん財源により補う構造となっ 

 ていますが、耐震化や施設更新費（主要事業計画に基づく建設改良費（表５－５））が嵩みだす計画後  

 半には、企業債残高が大きく増加し、収支に大きな影響を与えることが予測できます。 

 

（２）簡易水道事業における財務予測 

①収益的及び資本的収支の予測 

  簡易水道事業における収益的収支の予測結果は、表５－１１に示すとおりです。平成３２年度（２ 

０２０年度）には企業会計制度の適用が迫っていますが、過去の実績と比較させるためにも、従来の 

会計手法にて算定しています。 

平成２９年度に行なわれた料金改定と平成３３年度（２０２１年度）に予定されている料金改定に 

より、給水収益は回復し、収益的収支では黒字を維持します。しかしながら、上水道と同様に耐震化 

や施設更新費（主要事業計画に基づく建設改良費（表５－６））が嵩みだす、計画後半には地方債償還 

金が増加し、一般会計繰入金が増加していきます。 

 

   

４ 財政収支予測における課題と料金改定の検討 

 水需要予測、主要事業計画に基づき財政収支予測を行なった結果は、これまで示してきたとおりです。 

 耐震化や施設更新費の増加により、企業債（地方債）残高が増加し、元金支払いや利子払い等により、

厳しい状況を迎えることになります。水道事業は、経営に必要な資金のほとんどを水道料金で賄われて

おり、この収入を財源に独立採算で事業運営を行なっていますが、水需要予測の結果から料金収入の減

少は長期的に続くものと予想されます。また、安定した給水を続けるためにも継続した施設更新は不可

欠であり、更新資金の枯渇は施設の老朽化または企業債（地方債）充当率の上昇から企業債（地方債）

残高の増加に繋がり、安定給水と健全経営は困難となります。 

上水道事業と簡易水道事業では、平成２５年度及び平成２９年度に既に料金改定を行ない、また、平

成３３年度にも水道審議会における審議過程により、更なる料金改定が予定されています。これにより

当面の安定した事業運営は確保できるものの、計画後半における大規模な施設更新に対応することは困

難な状況であります。 

 このことから、改善方策として、利益の確保に向けた計画後半における料金改定を検討することも必
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要になります。 

 料金改定については、更に経営の合理化や建設投資の適正化など、最大限の企業努力をすすめ、時代

に即した適正な料金体系と水準を検討したうえで、真に必要な時期に改めて提案することになります。

当ビジョンにおいては、水道審議会において審議されてきた平成３３年度（２０２１年度）の料金改定

として、上水道事業の平均改定率を１６％、簡易水道事業の平均改定率を１０％と仮定して、収益的収

支予測を行うものです。 
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第６章 方策の推進 

 

１ 計画達成状況の評価と公表 

（１）計画達成状況の評価と公表 

 ①フォローアップ 

  中央市新水道ビジョンで示した方策を着実に推進していくには、個別に設定した目標について、年 

度ごとの進捗状況を把握し評価を行い、場合によっては見直し・改善していく必要があります。 

  今後もＰＤＣＡ（Ｐｌａｎ－Ｄｏ－Ｃｈｅｃｋ－Ａｃｔｉｏｎ）サイクルにより事業の進行管理を 

行い、結果については評価し、公表していくこととします。 

 

【中央市新水道ビジョンの進行管理】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）公表方法 

市のホームページを中心に公表していきます。 
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